０９人事院勧告の解説と課題
自治労北海道本部作成

１　官民比較対象給与について

【解説】
現行における比較対象給与は以下のとおり。

【課題】

寒冷地手当の全額が比較対象給与に入っていること。2004年までは基準額と加算額に分かれていたので基準額のみが比較対象給与となっていたが、以降は全額が対象給与となるために、積雪寒冷地域では必然的に水準を引き上げる要素となっている。

	
	給与項目
	2009年
平均月額（円）
	比較給与に占める割合（%）
	2008年

平均月額（円）
	比較給与に占める割合（%）
	備　　考

	国家公務員
	所定内給与
	比較給与項目
	俸給の月額
	325,521
	83.1%
	325,113
	83.9%
	※俸給の月額に俸給の調整額、切替に伴う差額を含む

	
	
	
	俸給の調整額
	
	
	
	
	

	
	
	
	切替に伴う差額
	
	
	
	
	

	
	
	
	扶養手当
	12,280
	3.1%
	12,244
	3.2%
	

	
	
	
	俸給の特別調整額
	11,652
	3.0%
	13,285
	3.4%
	

	
	
	
	本府省業務調整額
	3,124
	0.8%
	－
	－
	

	
	
	
	地域手当
	30,775
	7.9%
	28,569
	7.4%
	

	
	
	
	広域異動手当
	1,643
	0.4%
	1,654
	0.4%
	

	
	
	
	初任給調整手当
	39
	0.0%
	36
	0.0%
	

	
	
	
	住居手当
	3,849
	1.0%
	3,769
	1.0%
	

	
	
	
	単身赴任手当（基礎額）
	1,714
	0.4%
	1,636
	0.4%
	

	
	
	
	特地勤務手当
	285
	0.1%
	285
	0.1%
	※特地勤務手当に準ずる手当を含む

	
	
	
	特地勤務手当に準ずる手当
	
	
	
	
	

	
	
	
	寒冷地手当
	888
	0.2%
	915
	0.2%
	

	
	
	比較外給与項目
	通勤手当
	12,334
	
	12,263
	
	

	
	
	
	特殊勤務手当
	854
	
	848
	
	

	
	
	
	単身赴任手当（加算額）
	843
	
	806
	
	

	
	所定外給与
	
	宿日直手当
	736
	
	699
	
	

	
	
	
	超過勤務手当
	41,459
	
	40,714
	
	※超過勤務手当に休日勤務手当、夜間勤務手当を含む

	
	
	
	休日勤務手当
	
	
	
	
	

	
	
	
	夜間勤務手当
	
	
	
	
	

	
	
	
	管理職員特別勤務手当
	106
	
	135
	
	

	民間
	比較給与＝決まって支給する給与－時間外手当－通勤手当
	


※　地域手当には異動保障によるものを含む
２　民間給与との比較

11,100民間事業所の約46万人の個人別給与を実地調査（完了率87.8％）
（１）月例給
　公務と民間の４月分給与を調査（ベア中止、賃金カット等を実施した企業の状況も反映）し、主な給与決定要素である役職段階、年齢、学歴、勤務地域の同じ者同士を比較

○　民間給与との較差　△863円　△0.22％
〔行政職（一）･･･現行給与391,770円　平均年齢41.5歳〕


　　（注）地域手当など俸給の月額を算定基礎としている諸手当の額が減少することによる分

（２）期末・勤勉手当
　昨年８月から本年７月までの１年間の民間の支給実績（支給割合）と公務の年間支給月数を比較

○　民間の支給割合　4.17月　（公務の支給月数　4.50月）

３　給与改定の内容と考え方

（１）月例給　民間給与との較差（マイナス）の大きさ等を考慮し、月例給を引下げ

①　俸給表　初任給を中心とした若年層及び医療職（一）を除き、全ての俸給月額について引下げ
ア）行政職俸給表（一）
　基本的に同率の引下げ（平均改定率△0.2％）とするが、初任給を中心に若年層（１級～３級の一部）は引下げを行わない。７級以上は平均を0.1％上回る引下げ（△0.3％）
　　※　実施時期は法律の公布の日の属する月の翌月の初日

イ）その他の俸給表
　行政職俸給表（一）との均衡を基本に引下げ（医療職俸給表（一）を除く）
ウ）給与構造改革に伴う現給保障額

給与構造改革の俸給水準引下げに伴う経過措置額の算定基礎となる額についても、引下げ改定が行われる俸給月額を受ける職員を対象に、調整率（「実施時期等」参照）を踏まえた率を乗じて得た額に引下げ

　　※　実施時期は法律の公布の日の属する月の翌月の初日

＜給与構造改革に伴う現給保障のマイナス改定の考え方＞

【解説】







②　住居手当
　自宅に係る住居手当（新築・購入後５年に限り支給、月額2,500円）を廃止
　　※　実施時期は法律の公布の日の属する月の翌月の初日
【解説】
　自宅所有者の住居手当については、昭和49年に主に自宅の維持管理の費用を補てんする趣旨の手当として設けられたが、平成15年に財形持家個人融資に関連するものである新築・購入後５年に限り支給することとなった。今回、国家公務員において、財形持家個人融資の利用者が大幅に減少したことから、廃止に踏み切ったものである。
　国家公務員においては、この手当の廃止はマイナス較差を埋める役割を果たすものとなっているので、仮に地方公務員に対して同様に廃止した場合は、多くの自治体では深刻な影響を及ぼすものである（国公は209円程度）。勧告が出され、８月25日に勧告の完全実施の異例な早期閣議決定があったが、国と自治体の住宅政策の違いがあることを交渉で強く訴えてきたところ、総務省は「廃止を基本とした見直しを助言したい」と回答したが、①支給対象職員数、金額の違いから、全てを廃止した場合、給与原資配分上国とは相当異なる取扱いをする必要がある、②支給されている職員とそうでない職員との均衡を失すること等を理由に「一律的に廃止すべき」との強い姿勢でないことを確認している。この回答を足がかりにして、国と同様な措置を自治体に押しつけることはできないことを認めさせる取り組みと自治体における交渉を強める必要がある。
　特に退職手当債等の様々な財政制度との関連で、国家公務員を上回る措置を取っている給与が問題にされてくる可能性があるが、この場合、個別の対応が必要となるので、様々な理由付けなど総合的に検討して対応する必要がある。
（２）期末・勤勉手当
民間の支給割合に見合うよう引下げ　4.5月分→4.15月分（一般の職員の場合の支給月数）

	
	６月期
	12月期
	年　間

	21年度
	期末手当

勤勉手当
	1.25月（支給済み）
0.70月（支給済み）
	1.50月（現行1.60月）
0.70月（現行0.75月）
	2.75月

1.40月

	22年度以降
	期末手当

勤勉手当
	1.25月

0.70月
	1.50月

0.70月
	2.75月

1.40月


※　本年５月の勧告に基づき、21年６月期における期末手当・勤勉手当の特例措置により凍結した支給月数分（0.2月分）は引下げ分の一部に充当

＜参考＞－６月一時金について凍結を行わない場合の支給月

	
	６月期
	12月期
	年　間

	21年度
	期末手当

勤勉手当
	1.40月（支給済み）
0.75月（支給済み）
	1.35月（現行1.60月）

0.65月（現行0.75月）
	2.75月

1.40月

	22年度以降
	期末手当

勤勉手当
	1.25月

0.70月
	1.50月

0.70月
	2.75月

1.40月


※　引き下げ分の0.35月（期末0.25月、勤勉0.10月）については、12月支給分から減額する。
（３）年間給与の調整方法
【解説】
＜減額調整方式－2002年方式＞





　俸給表の改定に伴い、すでに支給された給与額を減ずる方法をとるため、不利益不遡及の原則に反するものと考えられ、2002年勧告の取り扱いをめぐって法廷闘争が各地で取り組まれた。法廷闘争においては不利益遡及を争点とするより、不利益変更を伴う場合に誠実交渉義務違反に該当するかどうかについて争われた経緯がある。
	【不利益不遡及の原則】

○　一旦、基本の権利を付与しておきながら、権利取得後に任用の期間が個人の都合で短くなったとしても、その権利を奪うことはできないという事後法的な考え方となる。これは法曹界での常識であって、根拠は日本国憲法第３１条の適正手続き補助となる。


＜制度調整方式－2003年、2005年方式＞





◎官民比較対象給与の合計額＝俸給＋俸給の特別調整額（管理職手当）＋初任給調整手当＋扶養手当＋地域手当＋研究員調整手当＋住居手当＋単身赴任手当の基礎額＋特地勤務手当（準ずる手当を含む）
	年間給与の調整＝12月期末・勤勉手当の総額－（09年４月の官民比較対象給与の合計額×調整率（0.24%）×給与改定までの月数＋６月期末・勤勉手当の支給総額×調整率（0.24%））


※　官民比較対象給与に寒冷地手当の全額が含まれているが、寒冷地手当の支給は11月～３月までの５ヵ月で支給されるため、４月時点では支給されていないことから、年間給与を調整する際の合計額には含めないこととされている。
　※　2009年勧告の年間給与の調整方法は、俸給月額の引下げ改定のあった者に限って「制度調整方式」によって調整するとして勧告されている。従って、若年層の調整はない。
【課題】

　年間給与の調整方法は、制度調整方式を取ったとしても、すでに支払われた給与を後で減額する方法となることから原則的には反対する。とはいっても、2003年、2005年の経過を踏まえれば、勧告内容は重く受け止めなくてはならないが、独自削減等があり、給与や一時金がすでに支給水準が下回っている自治体の場合は国の制度どおり実施する必要はない。また、一切独自削減がない自治体においても、不利益不遡及の原則に反することを理由に比較対象給与費目から生活関連手当を除外させるなどの対応を全体で意思統一して取り組む必要がある。
　例１）0.24％以上の独自削減を実施している自治体は（３％とか４％＝一時金への反映無し）、すでにその年の給与支給額は、例月給与分については勧告より下回っているので仮に調整を行えば、年間給与はさらに下回ってしまうので調整はさせない。ただし、一時金に係る調整は削減を実施していないのでその点については十分に協議させる。
　例２）独自削減が一時金などに反映されている場合は、年間給与・一時金とも勧告水準より下回っているので、どちらも調整の必要はない。
例３）独自削減がない場合は、一時金が0.35月にも及ぶ大幅な削減であること、制度調整といっても不利益不遡及の原則に反することを理由に、比較対象給与の合計額から、生活関連手当を除外させるなど、調整の範囲を極力狭めていく。
（４）超過勤務手当等
　時間外労働の割増賃金率等に関する労働基準法の改正を踏まえ、月60時間を超える超過勤務（日曜日又はこれに相当する日の勤務を除く。）に係る超過勤務手当の支給割合を100分の150に引き上げるとともに、当該支給割合と本来の支給割合との差額分の支給に代えて正規の勤務時間においても勤務することを要しない日又は時間（代替休）を指定することができる制度を新設。
なお、日曜日又はこれに相当する日の勤務の取扱いについては、今後、民間企業の実態を踏まえて必要な見直しを行う。
[実施時期] 　平成22年４月１日
【解説】
　2008年12月の労働基準法の改正に伴って、時間外勤務手当の割増率が改正されたことに伴う公務員への適用を整理したものである。主な改正点は①１ヵ月60時間を超えて時間外労働をさせた場合は、その超えた時間の労働に対して、通常の労働時間の賃金の計算額の５割以上の率で計算した割増賃金を支払わなければならないとしたこと（図参照）、②割増賃金の支払いに代えて、通常の労働時間の賃金が支払われる休暇（＝有給休暇。年次有給休暇を除く）を与えることを労使協定で定めた場合に、休暇に対応した部分については５割以上の割増賃金を支払うことは要しないことである。また、これらの適用は中小企業に対しては当分の間適用しないものとした＜別記＞。
　国家公務員の超過勤務手当の支給割合について、以上のような労働基準法改正の趣旨を踏まえて、法律改正することとなった。
【課題】

労働基準法の法定休日に相当する日曜日又はこれに相当する日を60時間超の時間算定から除外することについて、①現行の公務の勤務時間制度における週休日（土・日）の勤務は正規の勤務時間以外の勤務、②労基法による法定休日に相当する日曜日の超過勤務が60時間超を算定する対象とならないのは、同じ週休日の超過勤務で取扱いが異なることは、職員間の均衡を逸するもの等の理由により、除外しないように求めてきた。しかし、公務においても労基法に倣って取り扱うとの姿勢を人事院は示している。ただし、交渉においては、民間企業の取扱いを踏まえて検討するとしている。あくまでも、地公の場合の取扱いは週休日は土日に関係なく、「週休日」として振替などが制度設計されているため、また、労基法は最低水準を定める法律であること等を理由に法定休日の勤務に対する取扱いは、60時間超の時間算定に含めるよう交渉を実施する。
＜別記＞猶予される中小企業－事業場単位ではなく企業単位で判断

	
	○　資本金の額または出資の総額が
	○常時使用する労働者数が

	小売業
	5,000万円以下
	50人以下

	サービス業
	5,000万円以下
	100人以下

	卸売業
	１億円以下
	100人以下

	上記以外
	３億円以下
	300人以下













４　給与構造改革
【解説】

○　給与構造改革として当初予定していた配分見直しや諸制度の導入・実施が終了する平成22年度以降、勤務実績の給与への反映の推進、地域間給与配分の見直し等について検証を行うとともに、高齢期の雇用問題に関連した給与制度等の見直しを含めた様々な課題について、順次検討を行う。
○　平成23年度以降において経過措置の段階的解消に伴って生ずる制度改正原資の取扱いについて、若年層給与の引上げや諸手当の見直し等に充てるなどの方策を検討
○　地域別の民間給与との較差と全国の較差との差は最大2.6ポイントで、改革前(最大4.8ポイント)より減少。平成23年度以降に最終的な検証を行うに当たっては、地域手当の異動保障や広域異動手当が同一地域に引き続き勤務する国家公務員に影響しないことにも配慮して検討
表　地域別官民給与の較差と国家公務員の平均給与月額
	地域
	地域別官民較差
	公務員給与

	
	2004
	2005
	2009
	2005
	2009

	全国
	0.01%
	△0.36%
	△0.22%
	382,092円(100.0)
	391,770円(100.0)

	北海道・東北
	△4.77%
	△4.73%
	△2.80%
	366,830円(96.0)
	377,110円(96.3)

	関東甲信越
	2.00%
	0.01%
	　0.66%
	394,719円(103.3)
	404,555円(103.3)

	
	東京都
	3.72%
	0.54%
	　1.39%
	410,283円(107.5)
	419,733円(107.1)

	中部
	△1.86%
	0.73%
	　0.01%
	375,515円(98.3)
	383,638円(97.9)

	近畿
	△0.17%
	△0.69%
	△0.47%
	380,038円(99.5)
	384,591円(98.2)

	中国・四国
	△2.34%
	△4.27%
	△2.82%
	369,692円(96.8)
	380,639円(97.2)

	九州・沖縄
	△2.60%
	△4.42%
	△0.56%
	373,966円(97.9)
	384,001円(98.0)


※　今年の勧告は月例給については、平均で0.22％のマイナス改定を行うので、地域別官民較差の最大値は中国・四国ブロックの2.82－0.22＝2.60％となる。
５　高齢期の雇用問題　～65歳定年制の実現に向けて～
（１）雇用と年金をめぐる動き
・　雇用と年金の連携を図ることは公務・民間共通の課題。既に民間企業に関しては65歳までの雇用確保措置を義務付け（高年齢者雇用安定法）
・　国家公務員制度改革基本法は、定年年齢の65歳への段階的引上げの検討を規定
（２）具体的な検討課題

①　給与制度の見直し
民間の雇用及び給与の状況等を踏まえた60歳台前半の給与水準及び給与体系を設定。併せて60歳前の給与カーブや昇給制度の在り方を見直し
②　組織活力を維持するための施策
　役職定年制の導入、専門性をいかし得る行政事務の執行体制の構築、公務外への人材提供と公務外の業務の公務への再配置等の人材活用方策を検討
③　その他の措置
　特例的な定年の取扱い、短時間勤務制の導入、早期退職を支援する措置、公務員の退職給付の在り方等について検討
【解説】

＜民間企業における雇用確保措置の内訳＞

	
	計
	定年の定めの廃止
	定年の引上げ
	継続雇用制度の導入

	規模計
	100.0
	2.1
	12.5
	85.4


高年齢者雇用安定法第52条１項に基づく報告の集計結果（厚生労働省2008年10月）

※　民間において「継続雇用制度の導入」が多い理由は、定年延長によって継続雇用を図る場合には総給与費の増大を抑制するため給与制度全体を見直す必要があるため、定年延長ではなく再雇用によって60歳代前半の給与を抑制する場合が多いとされている。

【課題】
　今後、2010年中には具体的な意見の申し出がなされ、2011年中には法整備を行わなければ2013年度からの定年延長に間に合わない。具体的な検討課題にも示されているように、65歳定年を実現するにあたり、①組織活力の維持、②給与カーブの見直し、特に60歳以降の水準引き下げによる総給与費の増加の抑制、③65歳までの雇用維持を実現可能とするための人事管理の具体化などの条件整備が必要となっている。その際、必要な新たな仕組みとして①役職定年制、②短時間勤務制度、③早期退職支援措置、④退職給付（年金と退職手当）のあり方、⑤定員上の経過的な扱いなどの課題が残されている。
2009年２月に国家公務員制度改革推進本部で決定された「工程表」では2012年から再任用の原則化を行い、定年延長については2011年中に結論を得るとしている。
	
	2009年

（平成21年）
	2010年

（平成22年）
	2011年

（平成23年）
	2012年

（平成24年）
	2013年

（平成25年）

	人事院
	
具体案の検討


	
　意見の申出


	
必要な法制整備


	準備期間

	実施（４月）


	工程表


	


	
	定年延長の結論
	再任用原則化
（４月実施）
	


６　育児休業法の改正についての意見の申し出について
【解説】

　民間の育児・介護休業法は２００９年６月２４日国会で成立し、７月１日公布された。改正された法律は、仕事と生活の両立支援策を進めるため、女性労働者の就業継続の支援、男性が子育てにより参加できる働き方の実現、実効性の確保などの雇用環境の整備を図る内容となっている。このような民間の育児・介護休業法改正に対応し、公務部門における育児を行う職員の超過勤務の免除、介護のための短期の休暇の新設、子の看護休暇の期間の拡充等について措置することが報告された。
　
	○育児休業法の改正内容（意見の申し出事項）

　１　育児休業をすることができない職員の範囲の見直し

　　　配偶者が育児休業をしている職員についても、育児休業をすることができるようにする。勤務時間を短縮する育児短時間勤務及び育児時間についても同様とする。

　　　《関連事項》　配偶者が専業主婦（夫）の場合など、配偶者が常態として子を養育することができる場合にも育児休業をすることができるよう人事院規則を改正する。

　２　子の出生の日から一定期間内に最初の育児休業をした場合の特例

　　　育児休業により養育しようとする子の出生の日から産後休暇の期間（８週間）内に男性職員が育児休業した場合に、当該子について再度の育児休業をすることができるものとする。
　　※　なお、公務員はすでに、あらかじめ育児休業計画書を提出することによって再度の育児休業（１回に限る）を取得することができるが、この制度を併用すれば、都合３回まで分割取得が可能になる。
○両立支援策の改正内容（人事院規則改正事項）
　１　超過勤務の免除の新設

　　　３歳未満の子のある職員が当該子を養育するために請求した場合、超過勤務をさせてはならない規定を新設する。
　２　子の看護休暇の拡充

　　　小学校就学の始期に達するまでの子を看護する場合の休暇の期間（現行は年５日）を、当該子が１人の場合は５日、２人以上の場合は10日とする等の改正を行う。
　３　介護のための短期の休暇の新設

　　　疾病などにより日常生活を営むのに支障がある家族を介護等するための休暇を新設する。休暇の期間は当該家族が１人の場合は年５日、２人以上の場合は10日とする。


　※　民間の育児・介護休業法の改正内容のうち、子の看護休暇の改正、短期の介護休暇の新設、所定外労働の免除の義務化については、地方公務員についても同法第61条（公務員に対する特例規定）により最低基準として同時に改正、措置されている。
独自削減の調整の具体例（概念図）
09.10.13道本部賃金担当者会議

○　例月給の場合（４％独自削減を行っている場合）

　　　＜現　　行＞　　　　　　　　　＜勧　　告＞


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　







○　一時金の場合（0.8月独自削減を行っている場合夏・冬とも0.4月）

　　　＜現　　行＞　　　　　　　　　＜勧　　告＞









俸　給　△596円　　住居手当　△209円


はね返り分（注）　△58円








民間給与








国家公務員給与





国家公務員給与





民間給与








0.22％


863円





0.22％


863円





４月から給与改定までの期間の職員毎の給料月額の減少分について、給料月額が変化することに伴って影響が出る全ての給与費目にかかる金額を算出し、その総額を１２月一時金より減額して年間の支給額を調整する方法。





明確に不利益遡及に該当する





４月時点での官民比較対象給与の合計に調整率（0.24%）と給与改定までの月数をかけて、さらに既支給の６月期末勤勉手当の総額に調整率（0.24%）をかけたものとの合計額を１２月一時金より減額して年間の支給額を調整する方法。





職員の個々を見れば、厳格な不利益遡及とはなっていないが、結局のところ、すでに支給された給与を減額することに変わりはない。





06


3.


31現在の俸給表の額





06


4.1以降の俸給表の額








差額として支給





　06.4.1に俸給表の切替を行った者で06.3.31に受けていた俸給額より低い俸給額となった者は、06.3.31に受けていた俸給額が保障されている。その後、06.4.1以降の俸給表の額が超えるまで支給が継続される。





06


3.


31現在の俸給表の額





09人事院勧告の俸給表の額








09


1.1の俸給表の額





09


人勧による支給額





差額として支給





△0.24%





△0.20%





　06.3.31時点での俸給額が保障されている者においては、その額に調整率（0.24%）踏まえた率（100-0.24=99.76%）をかけた金額が俸給額として支給される。よって、09人事院勧告の俸給表の金額と09人事院勧告による俸給表の金額との差が「差額」となる。





実際に支給される俸給額





実際に支給される俸給額





超過勤務時間（/月）





割増率





100/125





100/150





30時間





60時間





１月60時間を超えた時間に対し、時間外勤務手当には150/100の割増率が適用。ただし、25/100の割増額に代えて代替休を指定することが可能。代替休の場合、例えば１月76時間の時間外勤務を行った場合は、76時間分割増手当（125/100）の支給に加え、16時間×25/100＝４時間の代替休を勤務日に指定することができる。





割増分（25/100）





割増分（125/100）





国家公務員制度改革推進本部





再任用原則化に必要な措置論議





0.22％





4％－0.22=3.78％





４％





本来の支給額





実際の支給額





４％





本来の支給額





実際の支給額





実際の支給額





※実際の支給額を現行どおりとするためには、附則の削減を3.78％にしなければならない。








※給与条例附則により４％支給額を減ずることを記載








0.35月





4.50月





0.80－0.35=0.45月





4.15月





3.70月





本来の支給額





実際の支給額





0.8月





本来の支給額





実際の支給額





実際の支給額





※実際の支給額を現行どおりとするためには、附則の削減を0.45月にしなければならない。
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